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日本全土の洪水氾濫被害と適応策の検討 
 

峠 嘉哉（東北大学） 
 
概要 
気候変動による洪水被害に対する緩和策と複数の適応策の効果を評価した．二次元不定

流モデルと治水経済調査マニュアルを用いて，洪水時の浸水深と被害額を算出した．近

未来期と 21 世紀末における洪水被害を推定するため 5 つの GCM を入力値として将来の

浸水深と被害額を求めた．また，適応策として土地利用規制とピロティ建築，治水水準

の向上に着目し，その被害額軽減効果を検証した．21 世紀末において RCP8.5 シナリオ

の場合現在気候の 1.5 倍程度まで増加する被害額を，RCP2.6 基準まで緩和することによ

り洪水被害額を 1.2 倍程度の増加に抑えることができると推定された．また，組み合わ

せて実施することにより，将来気候においても被害額を現在気候以下に抑えられる可能

性があると推定された．更に緩和策と適応策の両方を実施することにより，21 世紀末に

おいて洪水被害額を現在気候の 69％まで抑えられる可能性が示された． 

 

 

1. 共同研究に関する情報 
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峠嘉哉、東北大学、総括 

風間聡、東北大学、洪水氾濫モデル開発 

柳原駿太、東北大学、洪水氾濫モデル開発 

滝沢寛之、東北大学、数値計算高速化 

山本道、東北大学、入力データ作成 

池本敦哉、東北大学、洪水氾濫モデル開発 

岡本彩果、東北大学、入力データ作成 

 

2. 研究の目的と意義 

 近年，平成 27 年関東東北豪雨，平成 29 年 7

月九州北部豪雨，令和元年東日本台風など日本

各地で豪雨災害が発生している．Kawase et al. 

(BAMS, 2020)は平成 30 年西日本豪雨への気候

変動影響を指摘するなど，気候変動による豪雨

災害の強化・増加が喫緊の問題となっている．

適応策の策定が急務であり流域治水等が提言

されているが，適応策の選択肢は多様であり包

括的で定量的な効果の算定は行われておらず，

将来予測値に対して適切な適応策を検討する

という「気候適応の科学」が工学に必要である．

豪雨被害が深刻となっている日本でこそ，世界

に先駆けて検討する価値がある． 

 気候変動研究では，多種の全球気候モデル

（GCM）と社会経済シナリオ（SSP シナリオ）ご

との影響評価が主流となっており，その適応策

は流域治水のように多様な対策の組み合わせ

が検討されるようになった．そのため将来の洪

水被害を求めるには，将来気候予測・将来社会

経済・適応策の組み合わせ毎にシナリオ数を乗

じることになり，計算が大規模化する．高性能

な計算環境や計算の高度化が不可欠である． 

洪水氾濫モデルでは高精度計算の実現に水

理パラメータ調整が必須である．パラメータ調

整は手作業で行う場合も多いが，日本全国では

不可能なため自動化・最適化手法が有効である． 

東北大学サイバーサイエンスセンターは，計

算負荷分散の最適化やパラメータ最適化の実

績がある．計算負荷分散の最適化によって，大

規模なシナリオ分析が実現でき，ベイズ理論に

よるパラメータ最適化の手法を氾濫モデルに

応用することで，粗度等の主要なパラメータを

最適化する技術などによってシミュレーショ

ンの高速化を図ってきた．水理学・計算科学の

双方の技術の融合により本研究は実現できる． 
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3. 当拠点公募型研究として実施した意義 

 研究目的を達成するためには，洪水予測・評

価の数値シミュレーションの高速化が不可欠

であり，その開発のための計算機資源が必要で

ある．これまでの研究により，特に日本全域の

計算には，地方または流域に分ける並列化によ

る高速化の効果が高いことがわかっている．し

かし，本研究では日本全土を空間分解能250mか

つ時間刻み 30 秒程度で数日間のシミュレーシ

ョンによって浸水域と浸水期間を求めるには，

単純な並列化だけでは十分な高速化を実現で

きない．さらに，経済モデルの付加による被害

金額推定や将来気候モデルの活用，様々シナリ

オ，多様な洪水対策など，本研究では総計算数

が 360 通りであり、より高性能計算システムの

有効利用が不可欠である．加えて並列化の最適

配置やモデルパラメータの同定などは一部経

験的な手法に頼っているケースも多く，最適な

領域区分やパラメータ値を自動的に求めるに

至っていない．水理学・流体力学的な計算技術

は土木工学において用意されるが，高速計算や

数値計算モデルの最適化についてはサイバー

サイエンスセンターにおいてノウハウがあり，

これらを併せることによって，高精度な洪水リ

スク計算が可能となった． 

 

4. 前年度までに得られた研究成果の概要 

該当しない 

 

5. 今年度の研究成果の詳細 

5.1 データセット 

 気候予測情報として，農研機構地域気候シナ

リオ 2017-v2.7r によって 1km 分解能までダウ

ンスケーリングされた日降水量を用いた．これ

には 5つの気候モデルと2つの放射強制力シナ

リオ（RCP）を利用した．使用されている GCM は

GFDL-CM23，HadGEM2-ES，MIROC5，MRI-CGCM3，

CSIRO-Mk3-6-0 の 5 つであり，RCP8.5 と RCP2.6

の 2つのシナリオが対象とされている．対象期

間は 1981 年から 2000 年（現在気候）と 2031 年

から 2050 年（近未来），2081 年から 2100 年（世

紀末）の三期間とした． 

 洪水氾濫計算および浸水深から被害額を算

出する過程で利用する土地利用データとして， 

5 次メッシュの土地利用データを使用した．こ

のデータは，国土数値情報ダウンロードを利用

した．地盤勾配データは国土数値情報ダウンロ

ードの標高・傾斜度 5 次メッシュ内に格納され

ている平均傾斜角度を使用した． 

 人口データは，国土数値情報ダウンロードの

1kmメッシュ別将来推計人口（H30国政局推計）

における 2015 年の推計人口値を用いた． 

 

5.2 解析方法 

 氾濫被害の計算方法は昨年の風間の手法

（jh210001）と同一である． 

 洪水氾濫計算において，浸水深算出のために

二次元不定流モデルを用いた．空間解像度は 5

次メッシュ（約 250m 四方）解像度を用いた．日

本全域を同時に氾濫解析するとともに，河川と

氾濫原は区別せずにデカルト座標系の二次元

不定流モデル（Tezuka et al., IJDRR, 2014）

を適用して解析を行った．日極値降雨データを

24 時間で一定強度に与えて解析を行った．二次

元不定流モデルにおいて，家屋は流体が浸入し

ない領域と仮定し，家屋の抵抗を考慮すること

とした．氾濫解析に用いたパラメータは Tezuka 

らの手法と同様である． 

国土数値情報データの土地利用分類に従い，

治水経済調査マニュアル（案）を参考に，土地

利用区分ごとの計算手順を作成した．年期待被

害額（EAD）の算出には再現期間 30 年，50 年，

100 年，200 年の各洪水被害額に生起確率を乗

じて求めた規模別年平均被害額を累計し，年期

待被害額とした． 

 頻度分析により AMeDAS 地点における各再現

期間の日降水量を現在気候と将来気候のそれ

ぞれに対し求める．以上により得られる日降水

量の比を降水量の増加率とした．これを逆距離

荷重法により日本全土に分布させて降水量の
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増加率分布とした．これに現在気候の確率洪水

寄与降雨分布を掛け合わせて得られる降雨分

布を将来気候における極値降雨分布とした． 

緩和策の効果は RCP8.5 シナリオの被害額と

RC2.6 シナリオの被害額の差額とする． 

 

5.3 適応策 

 日本においては行政の取組みとして，総合治

水対策が進められてきた．総合治水対策を構成

する三つの対策として，地域特性に応じた流域

である．以下に本研究における各適応策の適用

手法を示す． 

a) 土地利用規制 

現在気候における再現期間200年の洪水時に

3m 以上浸水した建物用地の土地利用のうち，人

口密度が10,000人/㎢以下のメッシュを撤退さ

せたとして，被害額を計上しない．人口密度の

制限を設けたのは，東京のような人口密集地に

おいて土地利用規制は非現実的であるからで

ある．図-1に人口密度分布を示した．人口密度

が 10,000 人/㎢を超える箇所を赤色で示した．

主に東京と大阪を中心に高人口密度エリアが

分布していることが分かる．これらの地区は経

済活動拠点が集積しており，撤退を進めること

は容易ではない．したがってこうした高人口密

度に対してはピロティ建築による洪水対策を

検討する． 

図-2 に規制後の土地利用の変化の一例とし

て比較的規制面積の大きい荒川下流域の土地

利用の変化を示す． 

b) ピロティ建築 

 撤退が難しい地域に対してピロティ化を試

みた．人口密度が 10,000 人/㎢を超え，再現期

間 30 年の洪水解析において 0.5m 以上浸水（床

上浸水）するメッシュの建物用地メッシュをピ

ロティ建築に置換した．ピロティのメッシュに

おける被害額計算においては，ピロティ化によ

り 3m 嵩上げすることを仮定し，浸水深を 3m 下

げて被害額を計上した． 

c) 治水水準の向上 

 水系の計画規模と河川区間種別の治水安全

度の目標を反映させるように河道掘削を行い，

整備目標を 100％達成した状態を再現した．水

系の計画規模と河川の区間種の対応は，1 級直

轄河川は水系の計画規模の半分の規模，1 級指

定河川は 1 級直轄河川の半分の計画規模，1 級

指定外河川は 1 級指定河川の半分の計画規模，

2 級河川は 10 年確率規模，2 級指定外河川は 5

 
図-1 人口密度分布 
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年確率規模と設定している． 

 

5.4 解析結果 

 図-3 に各種対策を実施した場合の洪水の年

期待被害額（5 モデル平均値）を示す．年期待

被害額は 3兆 5532 億円/年と推定された．年期

待被害額が大きい都道府県は順に大阪府，東京

都，愛知県，埼玉県，北海道 である． 

a) 土地利用規制による洪水被害額の軽減 

土地利用規制の対象セル数は 9256 であり，

面積は 578.5 ㎢である．年期待被害額は 2 兆

7559 億円/年と推定された．土地利用規制を行

わなかった場合の現在気候の年期待被害額か

ら 22%減少した．年期待被害額軽減割合が 50％

を超えた都道府県は，長崎県，鹿児島県，奈良

県，秋田県，長野県の 5県である． これらの県

は地形的に氾濫が広がりにくい傾向があり，土

地利用規制の対象エリアが元来洪水リスクが

高いエリアの多くと一致したため，対策の効果

が如実に表れたと考えられる． 

近未来期において土地利用規制を行った場

合の年期待被害額は，土地利用規制を実施しな

い現在気候条件と比べ，RCP2.6 ，RCP8.5 両シ

ナリオにおいて 11%増加すると推定された  

 世紀末において土地利用規制を行った場合

の年期待被害額は，土地利用規制を実施しない

現在気候条件と比べ，RCP2.6 シナリオにおいて

1.2%減少，RCP8.5 シナリオにおいて 23%増加す

 

 

 
図-2土地利用規制とピロティ建築適用前後の土地利用分布（東京近郊） 

右上：元の土地利用. 左上：土地利用規制後. 左下：ピロティ化後 
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ると推定された． 

b) ピロティ化による洪水被害額の軽減 

 ピロティ化を行った場合，現在気候の降水条

件において年期待被害額は2兆 9336億円/年と

なり，ピロティ化を行わない場合に対し 17%減

少した．ピロティ化を施したセル数は 3714 で

あり，面積は 232 ㎢である． 

一方，近未来期においてはピロティ化を施し

た現在気候の条件と比べ，約1.5倍に増加した．

適応策を行わない近未来期と比べると 13~14%

の被害額が減少する．しかしながら現在気候か

ら近未来期への被害額増加率は適応なしの場

合よりピロティ化を施した場合の方が，わずか

に大きくなる．ピロティ化の基準が現在気候の

降水条件に依存するためだと考えられる．将来

の洪水被害を減少させるには，土地利用や建築

制限には将来予測を踏まえて行うべきである．  

 21 世紀末においては被害額がピロティ化を

行わない現在気候よりも RCP2.6 において 8%，

RCP8.5 において 34%増加すると推定された． 

c)  治水水準の向上による洪水被害額の軽減 

 治水水準を現況の 50％から整備目標の計画

規模の洪水流量を流せる水準まで引き上げた

場合，現在気候の降水条件において年期待被害

額は 2 兆 9581 億円/年となり，50%の整備状況

に対し，17%減少した．一方，近未来期において

は土地利用規制を施した現在気候の条件と比

べ，約 1.5 倍に増加した．適応策を行わない近

図-3 洪水の年期待被害額．エラーバーは 5モデルの最大値と最小値を示す 

 

表-1 現在気候・適応策なしの場合の年期待被害額に対する各シナリオの年期待被害額の割合（%） 
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RCP8.5 140 111 120 125 92 98 107 80
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RCP8.5 154 123 134 139 104 110 120 92
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未来期と比べると 11%被害額が減少する．21 世

紀末においては，現況整備状況かつ現在気候降

水の条件と比べ，RCP2.6 で 10%増，RCP8.5 で

39%増となった．現況整備状況かつ世紀末降水

条件と比較すると，RCP2.6 で 13%減，RCP8.5 で

10%減であった．いずれのシナリオにおいても，

他の適応策より効果が小さい． 

d)  洪水被害額推定モデルの精度 

本手法による洪水氾濫解析の精度について

検証する．1980 年から 2000 年の水害統計にお

ける一般資産等被害額を都道府県ごとに集計

すると，被害額が大きい順に愛知県，東京都，

北海道，大阪府，埼玉県となる．これはモデル

による推定結果において被害額が大きい都道

府県と一致する．したがって被害額分布は概ね

再現出来ていると考えられる．一方，被害額の

絶対値は一致しない．モデルの推定結果は全国

で 3兆 5531 億円であるが，水害統計は 2427 億

円である．これは洪水を発生させる降水の空間

発生確率を考慮していないためだと考えられ

る． 

将来気候推定の際のモデル選択による不確

実性について考察する．適応策を行わない条件

においては年期待被害額の標準偏差は 5666 億

円/年から 9532 億円/年とモデル間のばらつき

は非常に大きい．特に近未来期においては，

RCP2.6 と RCP8.5 の 5 モデル平均被害額の差額

が 132 億円/年であるので，被害額の逆転が生

じる可能性がある．したがって GCM モデルの不

確実性については十分留意が必要である． 

e)  気候変動による洪水被害の推移と緩和策

の効果 

 緩和策を行わない RCP8.5 シナリオの 5 モデ

ル平均洪水被害額は世紀末ほど大きくなると

推定された．一方緩和策を行う RCP2.6 シナリ

オの5モデル平均洪水被害額は近未来期をピー

クに世紀末にかけて減少すると推定された． 

RCP8.5シナリオにおいてGFDL-CM23を除く4モ

デルの洪水被害額が現在気候，近未来期，世紀

末期の順に増加した．GFDL-CM23 の世紀末被害

額は近未来期被害額から 7％余り減少したが．

しかし，同モデルの RCP2.6 シナリオにおける

近未来期被害額から世紀末被害額への減少幅

は約 24％であることと比べると RCP8.5 シナリ

オの被害額の減少幅は小さいといえる．したが

って5モデル全体の傾向として時間が経つごと

に洪水被害額が増加すると考えられる． 

(3)  複数の適応策を組み合わせて実施する場

合の洪水被害軽減 

三つの適応策は個別に実施した場合，現在気

候の被害額以下に抑えることが難しい．表-1 に

現在気候において適応策を実施していない場

合に対する各種適応策と緩和策を実施した際

の洪水被害額の割合を示す．赤色，橙色，黄色

で示したパターンは現在気候において適応策

を実施していない場合よりも被害額が増加す

る．個別に適応策を実施する場合，将来気候に

おいては被害額が増加するパターンがほとん

どである．RCP2.6 シナリオの値は緩和策と適応

策を同時に実施した場合の洪水被害額の変化

と捉えることができる．近未来期においては緩

和策の有無に関わらず洪水被害が同程度増加

する.ため，緩和策と適応策の両方を行うこと

による特段の効果は見られない．しかしながら，

世紀末においては両対策を行うことにより被

害額を大きく減少させることができる．例えば，

RCP8.5 シナリオにおいては，土地利用規制，ピ

ロティ化，治水水準の向上の全てを実施するシ

ナリオ以外は被害額が適応策なしの現在気候

条件よりも増加するが，RCP2.6 シナリオにおい

ては複数の適応策を組み合わせた場合と，土地

利用規制を行う場合において適応策なしの現

在気候よりも被害額を小さく抑えることがで

きるとみられる．三つの適応策全てを実施した

場合においては，適応策なしの現在気候条件に

比べ 69％にまで被害額を抑えられるという結

果を得た．これらの結果は，緩和と適応両方の

成功が気候変動対策において重要であること

を裏付けるものだと言える． 
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6. 今年度の進捗状況と今後の展望 

 サイバーサイエンスセンターの高速化技術

によって360通りの適応策の組み合わせを計算

することができ，計画以上に実施することがで

きた．今後は適応策のコベネフィット（他の便

益）と併せて効果を評価し，地域に応じた効果

的な適応策の提案をする予定である． 
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